
    

平成３０年１１月２日 
総合政策局物流政策課 

 

便利なインターネット通販を支える取組を共有 

～宅配事業とＥＣ事業双方のサービス・生産性向上を目指して～ 
 

※ＥＣ － electronic commerce の略。インターネット通販などを含む電子商取引。 
 
 近年のＥＣ市場の拡大に伴い、宅配便の取扱個数は５年間で約 21％増加し、平成 29 年

度は約 42.5 億個に達しています。一方、労働力不足に加え再配達による非効率化など、

個々の事業者・業界による効率化は限界を迎えており、宅配事業者とＥＣ事業者の連携

した取組が不可欠となっています。 

 本連絡会は、宅配事業者とＥＣ事業者双方のサービス・生産性向上を目指して、本年５

月から計４回開催し、今般、これまでの議論と再配達削減に向けた取組事例をとりまと

めましたので、公表します。 

なお、とりまとめた論点等は、事業者・関係省庁等が連携して検討を進めるとともに、

検討状況や各事業者の最新の取組・連携状況等の共有を行う場として、今後も定期的に

連絡会を開催していきます。また、取組事例は必要に応じて更新する予定です。 

 

≪これまでの論点と取組事例の概要≫ ※詳細は添付資料参照 

○ これまでの議論として、宅配・ＥＣ事業者によるデータ連携や多様な受取方法

の推進等に関する今後の対応の方向性についてとりまとめ 

○ 再配達削減に関して、メールやコミュニケーションアプリ等の活用や不在でも

受け取れる置き場所指定お届けサービス等の取組についてとりまとめ 

 

【添付資料】 

・「宅配事業とＥＣ事業の生産性向上連絡会」委員名簿 

・これまでの議論のとりまとめについて 

・再配達削減に向けた取組事例 

【参考】 

・「宅配事業とＥＣ事業の生産性向上連絡会」など再配達削減に関する取組等 

ＵＲＬ：http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/re_delivery_reduce.html#pd_ec_lg 

 

【問い合わせ先】 

＜宅配に関する内容＞ 

国土交通省 総合政策局物流政策課 富田、近藤、森田 

電  話 ：０３－５２５３－８７９９ （直通）  Ｆ Ａ Ｘ ：０３－５２５３－１６７４ 

＜ＥＣに関する内容＞ 

経済産業省商務・サービスグループ物流企画室 三藤、百瀬、佐藤 

電  話 ：０３－３５０１－００９２ （直通）  Ｆ Ａ Ｘ ：０３－３５０１－９２２７ 

 

国土交通省と経済産業省は、「宅配事業者」「ＥＣ事業者」「行政」の三者で構成する「宅配

事業とＥＣ事業の生産性向上連絡会」におけるこれまでの議論と再配達削減に向けた取組

事例についてとりまとめを行いました。 

 

経済産業省

同時発表 

http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/re_delivery_reduce.html#pd_ec_lg

